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第 ２０ 号 

令和４年度農林水産関係の建設事業の経費に対する市町村負担金（地方財政法関係） 

について 

令和４年度において熊本県が施行する農林水産関係の建設事業について、当該事業に要

する経費のうち市町村が負担すべき金額（地方財政法関係）を次のとおり定めることとす

る。 

令和４年９月９日提出 

熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

事    業    名 負担すべき金額 

１ かんがい排水事業（水利施設整備事業（基幹

水利施設保全型）（令和２年度以前採択地区

分）（県営土地改良事業として実施するものを

除く。）に限る。） 

２ かんがい排水事業（水利施設整備事業（基幹

水利施設保全型）（令和３年度以降新規採択地

区分）（県営土地改良事業として実施するもの

を除く。）に限る。） 

３ 経営体育成基盤整備事業（農業生産基盤整備

に係るものを除く。） 

４ 中山間地域総合整備事業（農業生産基盤整備

に係るものを除く。） 

５ 地域密着型農業基盤整備事業（かんがい排水

事業関連） 

６ 地域密着型農業基盤整備事業（経営体育成基

盤整備事業関連（一般地域に限る。）） 

７ 地域密着型農業基盤整備事業（経営体育成基

盤整備事業関連（法指定地域に限る。）） 

８ 地域密着型農業基盤整備事業（ほ場整備事業

関連） 

９ 地域密着型農業基盤整備事業（畑地帯総合整

備事業関連（国営関連地区に限る。）） 

１０ 地域密着型農業基盤整備事業（畑地帯総合

整備事業関連（国営関連地区を除く。）） 

１１ 地域密着型農業基盤整備事業（中山間地域

工事費の１００分の２５に相当

する金額 

 

 

工事費の１００分の２１に相当

する金額 

 

 

工事費の１００分の２２．５に

相当する金額 

工事費の１００分の１５に相当 

する金額 

工事費の１００分の２５に相当

する金額 

工事費の１００分の２２．５に

相当する金額 

工事費の１００分の１７．５に

相当する金額 

工事費の１００分の２５に相当

する金額 

工事費の１００分の２０に相当

する金額 

工事費の１００分の２５に相当

する金額 

工事費の１００分の１５に相当



70 

総合整備事業関連） 

１２ 地域密着型農業基盤整備事業（農道事業関

連） 

１３ 地域密着型農業基盤整備事業（防災ダム事

業関連（防災ダム）） 

１４ 地域密着型農業基盤整備事業（防災ダム事

業関連（地震ため池）） 

１５ 地域密着型農業基盤整備事業（ため池等整

備事業関連（一般）） 

１６ 地域密着型農業基盤整備事業（ため池等整

備事業関連（河川工作物）） 

１７ 地域密着型農業基盤整備事業（湛水防除事

業関連（平成１７年度以前採択分（法指定地域

を除く。））） 

１８ 地域密着型農業基盤整備事業（湛水防除事

業関連（平成１７年度以前採択分（法指定地域

に限る。））） 

１９ 地域密着型農業基盤整備事業（湛水防除事

業関連（平成１８年度から平成２１年度までの

新規採択分）） 

２０ 地域密着型農業基盤整備事業（湛水防除事

業関連（平成２２年度以降新規採択分）） 

２１ 地域密着型農業基盤整備事業（農地保全事

業関連（平成１７年度以前採択分）） 

２２ 地域密着型農業基盤整備事業（農地保全事

業関連（平成１８年度以降新規採択分）） 

２３ 地域密着型農業基盤整備事業（特定農業用 

管水路等特別対策事業関連（一般地域に限る。）） 

２４ 地域密着型農業基盤整備事業（特定農業用

管水路等特別対策事業関連（法指定地域に限

る。）） 

２５ 地域密着型農業基盤整備事業（海岸保全事

業関連） 

２６ 地域密着型農業基盤整備事業（災害復旧関

する金額 

工事費の１００分の１０に相当

する金額 

工事費の１００分の６に相当す

る金額 

工事費の１００分の１１に相当

する金額 

工事費の１００分の２１に相当

する金額 

工事費の１００分の８に相当す

る金額 

工事費の１００分の１９．５に

相当する金額 

 

工事費の１００分の１４．５に

相当する金額 

 

工事費の１００分の８に相当す

る金額 

 

工事費の１００分の１８に相当

する金額 

工事費の１００分の２５に相当

する金額 

工事費の１００分の２１に相当

する金額 

工事費の１００分の１５に相当

する金額 

工事費の１００分の１０に相当

する金額 

 

工事費の１００分の５に相当す

る金額 

工事費の１００分の５０に相当
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連） 

２７ 地域密着型農業基盤整備事業（農地等災害

復旧事業関連（施設関連）） 

２８ 地域密着型農業基盤整備事業（農地等災害

復旧事業関連（農地関連）） 

２９ 水産流通基盤整備事業 

 

３０ 漁港施設機能強化事業 

 

３１ 水産環境整備事業 

 

３２ 水産生産基盤整備事業（離島の外郭施設及

び水域施設を除く。） 

３３ 漁村再生交付金事業 

 

３４ 単県漁港改良事業 

 

する金額 

工事費の１００分の０．３に相

当する金額 

工事費の１００分の１．３５に

相当する金額 

工事費の１００分の５に相当す

る金額 

工事費の１００分の５に相当す

る金額 

工事費の１００分の１０に相当

する金額 

工事費の１００分の５に相当す

る金額 

工事費の１００分の１０に相当

する金額 

工事費の３分の１に相当する金

額 

（提案理由） 

令和４年度において熊本県が施行する農林水産関係の建設事業に要する経費の一部を市

町村に負担させるため、地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第２７条第２項の規定

により議会の議決を経る必要がある。 

これが、この議案を提出する理由である。 


